
別記第４号様式（第５条関係）  

 

令和７年●月●日   

 

新潟県知事 様  

                   （申請者）  

                    郵便番号 ●●●－●●●●  

住 所  新潟市●●区●●●番地●●  

名 称  株式会社●●  

代表者名 代表取締役●●  ●●  

 

売上等減少状況報告書  

 

 当社（私）は、エネルギー・原材料価格高騰による経済社会活動の変化により、下記

のとおり売上等が減少していることを報告します。  

記  

１ 売上等の減少状況  
 

2022 年１月以降の任意の１か月の売上高、粗利益、付加価値額のいずれかが、2019
～2021 年同月と比較して５％（ＤＸ対応枠、生産性向上枠の付加価値額の場合は
10％）以上減少している状況を記入してください。  
 

 

①2022 年１月以降の任意の１か月  ②2019～2021 年の同月  ③減少率  

(① -② )/②  
対象月  

売上高・粗利益・付加価値額 

（↑該当するものを丸で囲む） 
対象月  

売上高・粗利益・付加価値額 

（↑該当するものを丸で囲む） 

2022 年  

3 月  
1,090,000 円  

2019 年 

3 月  
1,150,000 円   ▲5.2％  

 

２ 売上等が減少していることの根拠資料  

法人事業概況説明書の控、所得税青色申告決算書の控、売上台帳、月次残高試
算表の写し等、対象月の月間売上高がわかり、○年○月と明確な記載があるもの 

 
 

別添資料のとおり  

 

押印不要です。 

いずれか同じものに〇を付けてください。  

2019～2021 のいつでも構いませんが、

①と同じ月で比較してください。  

「１  売上等の減少状況」がわかる資料を添付してください。  

売上高、粗利益、付加価値額のいずれかが５％（ＤＸ対応枠、生産性向上枠の付

加価値額の場合は 10％）以上減少していることが要件となります。  

※  粗利益とは、売上高から売上原価を引いたものをいいます。  

※  付加価値額とは、営業利益、人件費、減価償却費を足したものをいいます。  


